
第53回定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

個 別 注 記 表

連 結 注 記 表
（2021年２月21日から2022年２月20日まで）

株式会社オークワ

「個別注記表」および「連結注記表」につきましては、法令および
定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ホームページ
に掲載することにより株主の皆様に提供しております。



個別注記表

Ⅰ 重要な会計方針

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

売価還元法による原価法によっております。但し、物流センター在庫等は、最終仕入原価法に基づ

く原価法によっております。なお、貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定しております。

3. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く)

定率法を採用しております。但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並

びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ３～47年

構 築 物 10～20年

機 械 及 び 装 置 ５～17年

車 両 運 搬 具 ４～６年

工具、器具及び備品 ２～10年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）及び長期前払費用

定額法を採用しております。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用しております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

4. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。事業年度末において、年金資産見込額が退職給付債務見込額を超過している

場合には、前払年金費用として計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理すること

としております。

(3) ポイント引当金

ポイントカードにより顧客に付与されたポイントの使用に備えるため、当事業年度末において将来

使用されると見込まれる額を計上しております。

5. ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段･･････金利スワップ取引

ヘッジ対象･･････借入金の利息
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(3) ヘッジ方針

デリバティブ取引は借入金に係る金利の変動リスク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ取引については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価

を省略しております。

6. 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

7. 表示方法の変更

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年

度の年度末に係る計算書類から適用し、個別注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しており

ます。

8. 追加情報

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

当社において、新型コロナウイルス感染症の影響については今後の収束時期や再拡大の可能性等を

正確に予測することは困難でありますが、2022年２月期は徐々に収束傾向となり、今後、変異ウイ

ルス等により再拡大に転じる可能性はあるものの、当社に与える影響は限定的であるとして、固定

資産の減損や繰延税金資産の回収可能性に係る会計上の見積りを行っております。

9. 会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損）

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

貸借対照表計上額(百万円) 減損損失計上額(百万円)

有形固定資産及び無形固定資産 85,917 847

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、各店舗を独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位（資産グループ）とすることを

基本とし、キャッシュ・イン・フローの相互補完関係も考慮して資産グループを決定しておりま

す。また、遊休資産、賃貸資産は物件単位で資産グループとしております。

当社は、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなる場合や使用方法について回収可能額を

著しく低下させる変化（閉店や売却の意思決定等）があった場合に当該資産グループに減損の兆候

があると判断いたします。

減損の兆候がある場合、資産グループの継続的使用と使用後の処分により見込まれる将来キャッシ

ュ・フロー合計を見積り、当該資産グループの固定資産帳簿価額と比較し、減損損失の認識の要否

を決定いたします。減損損失の認識が必要となった場合、固定資産帳簿価額を回収可能価額（正味

売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、当該減少額を減損損失として計上してお

ります。

当該資産グループの継続的使用によって生じる将来キャッシュ・フローの見積りは、過年度の実績

及び現在の進捗等を踏まえた将来の売上推移の予測を主要な仮定としております。

主要な仮定は出店地域ごとの経営環境の変化によって影響を受けるため、不確実性を伴うものであ

ります。

そのため、主要な仮定に見直しが必要となった場合には、翌事業年度の計算書類において、新たに

減損損失が発生する可能性があります。

（繰延税金資産の回収可能性）

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 1,643百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、将来の利益計画に基づく課税所得の見積りにより、回収可能性があると判断した将来減算

一時差異について繰延税金資産を計上しております。繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得

の見積りに依存するため、経営環境に著しい変化が生じるなどにより将来の課税所得の見積額が変

動した場合には繰延税金資産が減額され、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があ

ります。
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Ⅱ 貸借対照表関係

1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 104,971百万円

3. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

現金及び預金(定期預金) 3百万円

建 物 71百万円

(2) 担保に係る債務

預 り 保 証 金 20百万円

4. 関係会社に対する債権・債務

短 期 金 銭 債 権 3,433百万円

短 期 金 銭 債 務 611百万円

長 期 金 銭 債 務 406百万円

5. 保証債務

仕入債務等に対する保証 25百万円

Ⅲ 損益計算書関係

1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 関係会社との取引高

営業取引による取引高

売 上 高 4,494百万円

仕 入 高 5,983百万円

そ の 他 の 営 業 取 引 高 729百万円

営業取引以外の取引高 153百万円

3. 減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

用 途 種 類 場 所
金 額
(百万円)

店 舗

土地等 和歌山県 573

建物等 兵庫県 107

建物等 愛知県 33

建物等 岐阜県 27

建物等 三重県 12

建物等 奈良県 10

建物 静岡県 3

賃 貸 資 産
借地権等 奈良県 36

借地権等 三重県 10

遊 休 資 産 土地 和歌山県 32

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として主に店舗を基本単位とし、遊休資産、賃貸資
産については、物件単位毎にグルーピングしております。
店舗については、営業活動から生じる損益が継続してマイナスである資産グループ及び閉鎖決定を行
った資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、売却予定資産については、帳簿価額を売却
見込価額まで減額し、当該減少額（847百万円）を減損損失として特別損失に計上いたしました。
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減損損失の内訳は、次のとおりであります。

土地 593百万円

建物 208百万円

借地権 31百万円

その他 13百万円

計 847百万円

なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額により測
定しております。正味売却価額は、主として不動産鑑定評価額又は路線価及び固定資産税評価額を合
理的に調整した価額により算定しております。また、使用価値は、将来キャッシュ・フローを3.0％
で割り引いて算定しております。

Ⅳ 株主資本等変動計算書関係

1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 当事業年度末における自己株式の種類及び株式

普通株式 1,386,767株

Ⅴ 税効果会計関係

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

未払事業税 69百万円

未払賞与 399百万円

未払社会保険料 103百万円

商品券 91百万円

関係会社株式評価損 454百万円

資産除去債務 990百万円

減損損失 1,766百万円

貸倒引当金 318百万円

賃貸借契約解約損 126百万円

その他 314百万円

繰延税金資産小計 4,637百万円

評価性引当額 (注) △1,381百万円

繰延税金資産合計 3,255百万円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △47百万円

資産除去債務に対応する除去費用 △433百万円

固定資産圧縮積立金 △480百万円

前払年金費用 △634百万円

その他 △15百万円

繰延税金負債合計 △1,612百万円

繰延税金資産の純額 1,643百万円

(注) 評価性引当額が前事業年度より337百万円増加しております。この増加の主な内容は、貸倒引当金及び減

損損失に係る評価性引当額の増加によるものであります。
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Ⅵ 関連当事者との取引関係

1. 子会社及び関連会社等

種 類
会社等
の名称

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

子会社 ㈱ヒラマツ 和歌山県
和歌山市

30 スーパー
マーケット
事業

(所有)
直接100.0

役員の兼任
資金の貸付
不動産賃貸契
約等

資金の貸付
(注1)
利息の受取
(注2)

―

7

短期貸付金

―

1,800

―

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１) 当事業年度において、貸付金に対し貸倒引当金及び貸倒引当金繰入額をそれぞれ754百万

円計上しております。

(注２) 短期貸付金は、グループ内の資金を効率的に運用しているものであり、貸付利息について

は、市場金利等を勘案して合理的に決定しております。

2. 役員及び個人主要株主等

種 類
会社等
の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社

㈱大安商事
(注1)

和歌山県
和歌山市

10 損害保険代理店
業

― 損害保険契約 保険料の支払
(注2)

178 ― ―

㈱パーティ
ハウス
(注3)

和歌山県
和歌山市

50 衣料品販売 (被所有)
直接1.4

役員の兼任
不動産賃貸契
約等

店舗の賃貸等
(注4)

30 未収入金 2

テナントにかか
る消化仕入
(注5)

204 未払金 4

預り保証金 6

物流の配送費
(注6)

46 未収入金 3

システム使用料

(注6)

18 未収入金 1

商品の供給
(注6)

33 売掛金 2

㈱オー・エ
ンターテイ
メント
(注7)

大阪府
大阪市
中央区

100 書籍等の販売、
ＤＶＤレンタ
ル、進学塾・シ
ネコン等の経営

(所有)
直接18.0

役員の兼任
不動産賃貸契
約等

店舗の賃貸等
(注8)

テナントにかか
る消化仕入
(注5)

416

577

未収入金

未払金

29

36

Bermuda
Assetment
㈱
(注9)

和歌山県
和歌山市

5 不動産の賃貸・
管理

(被所有)
直接3.5

役員の兼任
不動産賃借契
約

店舗の賃借
(注10)

66 差入保証金 36

(注) 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１) 当社取締役会長大桑堉嗣、当社取締役大桑祥嗣、当社取締役大桑啓嗣及び当社取締役大桑

俊男のそれぞれの近親者が議決権の100％を直接所有しております。

(注２) 一般的取引条件を参考に契約により決定しております。

(注３) 当社取締役大桑俊男及びその近親者が議決権の98.2％を直接所有しております。

(注４) 店舗の賃貸等については、近隣の取引実勢を勘案の上決定しております。なお、賃料は３

年毎に改定を行っております。

(注５) ㈱パーティハウス及び㈱オー・エンターテイメントからのテナントにかかる消化仕入につ

いては、一般的取引条件を参考に契約により決定しております。

(注６) 物流の配送費、システム使用料、商品の供給等については、一般的取引条件を参考に契約

により決定しております。

(注７) 当社取締役大桑啓嗣及びその近親者が議決権の82.0％を間接所有しております。

(注８) 店舗の賃貸等については、近隣の取引実勢を勘案の上決定しております。なお、賃料は２

～３年毎に改定を行っております。

(注９) 当社取締役大桑祥嗣及びその近親者が議決権の100％を直接所有しております。

(注10) 店舗の賃借については、近隣の取引実勢を勘案の上決定しております。なお、賃料は３年

毎に改定を行っております。
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Ⅶ １株当たり情報関係

1. １株当たり純資産額 1,770円28銭

2. １株当たり当期純利益 33円85銭

Ⅷ 重要な後発事象関係

該当事項はありません。
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連結注記表

Ⅰ 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等

1. 連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数 ４社

連結子会社の名称 ㈱ヒラマツ、㈱オークフーズ、㈱リテールバックオフ

ィスサポート、㈱サンライズ

(2)非連結子会社の数 ２社

主要な非連結子会社の名称 ㈲マミー

(連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして

いないため、連結の範囲から除外しております。

2. 持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用した非連結子会社の数 １社

持分法を適用した非連結子会社の名称 ㈲マミー

(2)持分法を適用した関連会社の数 １社

持分法を適用した関連会社の名称 ㈱オー・エンターテイメント

(3)持分法を適用しない非連結子会社の数 １社

持分法を適用しない非連結子会社の名称 和歌山大同青果㈱

(持分法を適用しない理由）

持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及

ぼす影響は軽微であり、かつ全体としても連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、持

分法の適用から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

② たな卸資産

売価還元法による原価法によっております。但し、物流センター在庫等は、最終仕入原価法に

基づく原価法によっております。なお、貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）

並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物 ３～47年

機械装置及び運搬具 ４～17年

工具、器具及び備品 ２～10年

② 無形固定資産（リース資産を除く）及び長期前払費用

定額法を採用しております。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

② ポイント引当金

ポイントカードにより顧客に付与されたポイントの使用に備えるため、当連結会計年度末にお

いて将来使用されると見込まれる額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。

(5) 重要なヘッジ会計の処理方法

① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので特例処理を採用しておりま

す。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段･･････金利スワップ取引

ヘッジ対象･･････借入金の利息

③ ヘッジ方針

デリバティブ取引は借入金に係る金利の変動リスク回避を目的としており、投機的な取引は行

わない方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ取引については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の

評価を省略しております。

(6) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

5. 表示方法の変更

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会

計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結注記表に会計上の見積りに関する注記を記載

しております。

6. 追加情報

（新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り）

当社グループにおいて、新型コロナウイルス感染症の影響については今後の収束時期や再拡大の可

能性等を正確に予測することは困難でありますが、2022年２月期は徐々に収束傾向となり、今後、

変異ウイルス等により再拡大に転じる可能性はあるものの、当社グループに与える影響は限定的で

あるとして、固定資産の減損や繰延税金資産の回収可能性に係る会計上の見積りを行っておりま

す。

7. 会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損）

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

連結貸借対照表計上額(百万円) 減損損失計上額(百万円)

有形固定資産及び無形固定資産 87,638 1,682

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、各店舗を独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位（資産グループ）とす

ることを基本とし、キャッシュ・イン・フローの相互補完関係も考慮して資産グループを決定して

おります。また、遊休資産、賃貸資産は物件単位で資産グループとしております。

当社グループは、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなる場合や使用方法について回収

可能額を著しく低下させる変化（閉店や売却の意思決定等）があった場合に当該資産グループに減
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損の兆候があると判断いたします。

減損の兆候がある場合、資産グループの継続的使用と使用後の処分により見込まれる将来キャッシ

ュ・フロー合計を見積り、当該資産グループの固定資産帳簿価額と比較し、減損損失の認識の要否

を決定いたします。減損損失の認識が必要となった場合、固定資産帳簿価額を回収可能価額（正味

売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、当該減少額を減損損失として計上してお

ります。

当該資産グループの継続的使用によって生じる将来キャッシュ・フローの見積りは、過年度の実績

及び現在の進捗等を踏まえた将来の売上推移の予測を主要な仮定としております。

主要な仮定は出店地域ごとの経営環境の変化によって影響を受けるため、不確実性を伴うものであ

ります。

そのため、主要な仮定に見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度の連結計算書類におい

て、新たに減損損失が発生する可能性があります。

（繰延税金資産の回収可能性）

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 1,831百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、将来の利益計画に基づく課税所得の見積りにより、回収可能性があると判断した

将来減算一時差異について繰延税金資産を計上しております。繰延税金資産の回収可能性は将来の

課税所得の見積りに依存するため、経営環境に著しい変化が生じるなどにより将来の課税所得の見

積額が変動した場合には繰延税金資産が減額され、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を

及ぼす可能性があります。

Ⅱ 連結貸借対照表関係

1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 109,423百万円

3. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

現金及び預金(定期預金) 3百万円

建 物 及 び 構 築 物 71百万円

(2) 担保に係る債務

預 り 保 証 金 20百万円

4. 保証債務

仕入債務等に関する保証 8百万円

Ⅲ 連結損益計算書関係

1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

用 途 種 類 場 所
金 額
(百万円)

店 舗

土地、建物及び構築物等 和歌山県 1,408

建物及び構築物等 兵庫県 107

建物及び構築物等 愛知県 33

建物及び構築物等 岐阜県 27

建物及び構築物等 三重県 12

建物及び構築物 奈良県 10

建物及び構築物 静岡県 3

賃 貸 資 産
借地権等 奈良県 36

借地権等 三重県 10

遊 休 資 産 土地 和歌山県 32

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として主に店舗を基本単位とし、遊休資
産、賃貸資産については、物件単位毎にグルーピングしております。
店舗については、営業活動から生じる損益が継続してマイナスである資産グループ及び閉鎖決定を行
った資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、売却予定資産については、帳簿価額を売却
見込価額まで減額し、当該減少額（1,682百万円）を減損損失として特別損失に計上いたしました。
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減損損失の内訳は、次のとおりであります。

土地 1,326百万円

建物及び構築物 310百万円

借地権 31百万円

その他 13百万円

計 1,682百万円

なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額により測
定しております。正味売却価額は、主として不動産鑑定評価額又は路線価及び固定資産税評価額を合
理的に調整した価額により算定しております。また、使用価値は将来キャッシュ・フローを主に3.0
％で割り引いて算定しております。

Ⅳ 連結株主資本等変動計算書関係

1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

2. 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式（株） 45,237,297 ― ― 45,237,297

3. 新株予約権の目的となる株式の数

当連結会計年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数

普通株式 43,000 株

（注）当連結会計年度末日において、権利行使期間の初日は到来しておりますが、他の権利行使条件

を満たしておりません。

4. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2021年５月13日

定時株主総会
普通株式 569 13.00 2021年２月20日 2021年５月14日

2021年10月４日

取締役会
普通株式 570 13.00 2021年８月20日 2021年10月19日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2022年５月12日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 570 13.00 2022年２月20日 2022年５月13日

Ⅴ 金融商品関係

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、店舗の新規出店及び改装等に必要な資金を設備投資計画に照らして、自己資金、

金融機関からの借入及びリースにより調達しております。

一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達し

ております。

デリバティブ取引は、借入金に係る金利の変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取

引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、主にクレジット会社に対するものであり、一般顧客に対す

るものとともに信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されて

おります。

差入保証金は、主に土地、建物の賃借に伴い預託したものであり、差入先の信用リスクに晒されて

おります。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが２か月以内の支払期日であります。

短期借入金は、主に運転資金に係るものであり、一部は金利の変動リスクに晒されております。
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長期借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係るものであり、

一部の長期借入金は、金利の変動リスクに晒されております。

預り保証金は、土地、建物の賃貸に伴い預託されたものであります。

デリバティブ取引は、長期借入金に係る金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利ス

ワップ取引であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

受取手形及び売掛金、差入保証金については、取引先ごとの期日管理及び残高管理により回収懸

念債権の発生の早期把握を行い、所轄部署において速やかな対応を行うことでリスク低減を図っ

ております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との

関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

また、デリバティブ取引を利用して、金利の変動リスクをヘッジしております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとと

もに、手許流動性を維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。

当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ

り、当該価額が変動することもあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項

2022年２月20日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注）2．

参照)。

連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 17,029 17,029 ―

(2) 受取手形及び売掛金 5,653 5,653 ―

(3) 投資有価証券

その他有価証券 1,828 1,828 ―

(4) 差入保証金 1,345 1,284 △60

資産計 25,857 25,796 △60

(5) 買掛金 13,192 13,192 ―

(6) 短期借入金 5,060 5,060 ―

(7) 長期借入金 (※) 13,459 13,452 △7

(8) リース債務 (※) 1,998 1,988 △9

(9) 預り保証金 29 29 △0

負債計 33,740 33,722 △18

デリバティブ取引 ― ― ―

※ 流動負債を含んでおります。

(注) 1. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(3) 投資有価証券

投資有価証券の時価は、取引所の価格によっております。

(4) 差入保証金

差入保証金の時価は、将来キャッシュ・フローを残存期間に対応するリスクフリー・レート

で割り引いた現在価値によっております。
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負 債

(5) 買掛金、(6) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(7) 長期借入金、（8）リース債務

これらは、元利金の合計額を新規に同様の借入及びリース取引等を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。

(9) 預り保証金

預り保証金の時価は、将来キャッシュ・フローを残存期間に対応するリスクフリー・レート

で割り引いた現在価値によっております。

デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものはヘッジ対象とされる長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記負債「(7)長期

借入金」参照）。

(注) 2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 （※１） 54

関係会社株式 （※１） 478

差入保証金 （※２） 4,684

預り保証金 （※２） 2,598

(※１) 非上場株式、関係会社株式については、市場価格はなく、時価を把握することが極めて困難

と認められるものであるため、「(3）投資有価証券」には含めておりません。

(※２) 差入保証金、預り保証金の一部については、返還期間の見積りが困難であり、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものであるため、「(4）差入保証金」、「(9) 預り保証金」

には含めておりません。

Ⅵ １株当たり情報関係

1. １株当たり純資産額 1,775円94銭

2. １株当たり当期純利益 34円74銭

Ⅶ 重要な後発事象関係

該当事項はありません。
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